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現行の保育所の認可の仕組み

（現行の保育所の認可の仕組み）

○ 現行制度では、

・ 市町村が認可保育所を設置しようとする場合は、都道府県知事への届出

・ 市町村以外の者が認可保育所を設置しょうとする場合は、都道府県知事による認可

を経ることとされている。

○ 都道府県知事は、市町村以外の者から認可の申請があった場合、都道府県及び市町村による保育需要に

関する現状分析と将来推計を踏まえ、申請への対応を検討すること（「保育所の設置認可等について」平成十二年児発第二

九五号通知）とされており、認可の可否に関する裁量が比較的広く認められている。

○ なお、主体制限については、平成12年に撤廃されており、株式会社やＮＰＯ法人の参入も可能。

ただし、施設整備補助は対象外とされている。

（認可の効果）
○ 現行制度では、市町村に認可保育所における保育の実施義務を課した上で、認可保育所における保育の

実施に要する費用を市町村が支弁するものとされている。
（※ 市町村が支弁した保育所運営費の負担割合は、

・ 公立保育所は市町村10/10、
・ 私立保育所は国1/2、都道府県1/4、市町村1/4。 ）

○ 認可保育所となることの主たる効果は、この市町村による保育所運営費の支弁にある。

○ また、認可保育所には、児童福祉施設最低基準の遵守が求められている。【→資料４ P24】


